
 

○ 鹿児島県選挙管理委員会規程（案） 

昭和33年４月25日 

選挙管理委員会規則第１号 

第１章 組織 

（委員長の選挙） 

第１条 鹿児島県選挙管理委員会（以下「委員会」という。）の委員長の選挙は無記名投票

でこれを行い，最多数を得た者を当選人とする。得票同数の者が２人以上あるときは，く

じで当選人を定める。 

２ 委員会は，委員中に異議がないときは，前項の選挙につき指名推せんの方法を用いるこ

とができる。 

３ 指名推せんの方法を用いる場合においては委員の全員の同意があつた者をもつて当選

人とする。 

４ 委員長が選挙されたときは，委員会はその住所及び氏名を告示しなければならない。 

５ 第１項の規定による選挙及び第２項の規定による指名推せんを行う場合において委員

長の職務を行う者がないときは，年長の委員が臨時にその選挙に関する事務を行う。 

６ 委員長が退職し，又は欠けたときは，退職し又は欠けた日から10日以内に委員長の選挙

を行わなければならない。 

（委員長の任期） 

第２条 委員長の任期は，委員の任期による。 

（委員の異動） 

第３条 委員が就任したとき，又は委員が退職したとき，若しくは委員の欠員を補充したと

きは，直ちにその者の住所及び氏名を告示しなければならない。 

（所属政党の届出） 

第４条 委員又は補充員は，その所属する政党その他の団体の名称を委員会に届け出なけれ

ばならない。委員又は補充員がその所属する政党その他の団体を変更し，又は政党その他

の団体に新たに所属し若しくは所属しなくなつた場合も，また同様とする。 

第２章 会議 

（委員会の招集） 

第５条 委員会の会議は，委員長が委員に対する告知により招集する。ただし，委員長及び

職務代理者がともに互選されていないときは，前委員長が，委員長及び職務代理者がとも

に事故があるときは，書記長が，招集する。 
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２ 前項の告知は，委員会招集の日時，場所及び議題を示した文書をもつてする。 

３ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第188条の規定により委員から委員会の招集の請求

があるときは，会議の日時及び付議すべき議題を示した文書をもつてしなければならない。 

４ 委員会に出席することのできない委員は，あらかじめ委員長にその旨を届け出なければ

ならない。 

（会議録の調製） 

第６条 委員長は，書記をして会議録を調製し，出席委員の氏名及び会議の次第その他必要

な事項を記載させなければならない。 

２ 出席委員は前項の会議録を点検し，末尾に署名しなければならない。 

第３章 委員長の職務権限 

（委員長の職務権限） 

第７条 委員長は，法令に定のあるもののほか，おおむね次に掲げる事務を担任する。 

(1) 委員会に議案を提出すること。 

(2) 委員会の議決の執行に関すること。 

(3) 公印及び書類の保存に関すること。 

(4) その他委員会の庶務に関する事項 

（委員長の専決事項） 

第８条 委員会の権限に属する事件でその議決により指定したものは，委員長において専決

することができる。 

第４章 書記の執務 

（事務局） 

第９条 委員会に事務局を置き，事務局に次の職を置く。 

(1) 書記長 

(2) 参事 

(3) 次長 

(4) 地区書記長 

(5) 主幹 

(6) 主任書記 

(7) 書記 

２ 書記長は，委員長の命を受け，所属職員を指揮して委員会に関する事務を掌理する。 

３ 参事は，書記長の特命に関する事務を掌理する。 
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４ 次長は，書記長を補佐し，事務を整理する。 

５ 地区書記長は，委員長及び書記長の命を受け所属職員を指揮し，委員会に関する庶務を

掌理する。 

６ 主幹は上司の命を受け，担任事務を掌理する。 

７ 主任書記は，上司の命を受け，選挙に関する事務を処理する。 

８ 書記は，上司の命を受け，委員会に関する庶務に従事する。 

９ 書記長は市町村課長を，次長は市町村課長補佐を，地区書記長は大島支庁総務企画部総

務企画課長をもつて充て，書記は鹿児島県職員定数条例（昭和24年鹿児島県条例第45号の

２）第２条第３号に定める職員のほか，市町村課に勤務する職員並びに各地域振興局，大

島支庁及び熊毛支庁の総務企画部総務企画課に勤務する職員のうちから充てるものとす

る。 

（代決） 

第10条 書記長が不在のときは，次長がその事務を代決し，書記長及び次長がともに不在の

ときは，あらかじめ委員長の承認を受けて書記長が指定する者がその事務を代決する。 

（書記長の専決） 

第11条 起案文書はすべて書記長を経て委員長の決裁を受けなければならない。ただし，軽

易な事件であつて委員長が指定したものについては，書記長又は地区書記長がこれを専決

することができる。 

（文書の閲覧） 

第12条 文書類を他に示し又は謄本を与える場合には，書記長又は地区書記長の承認を得な

ければならない。 

（書記に関するその他必要な事項） 

第13条 本章に規定するもののほか書記の服務に関しては，鹿児島県職員服務規程（昭和35

年鹿児島県訓令第25号）の例による。 

第５章 文書の収受，処理編さん及び公文書の保存等 

（文書の処理及び公文書の整理，保存等） 

第14条 文書は，あらかじめ委員長の承認を受けたもののほかは，すべてこれを即日処理し

なければならない。ただし，特別の理由によつて即日処理できないと認めるときは，委員

長又は書記長に報告し，その指揮を受けなければならない。 

第15条 前条に定めるもののほか委員会の文書の処理及び公文書の整理，保存等に関しては，

鹿児島県公文書管理規程（令和６年鹿児島県訓令第×号）の例による。 
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２ 前項の規定によりその例による場合の鹿児島県公文書管理規程第３条第１項の総括文

書管理者は，書記長をもつて充て，同規程第４条第１項の副総括文書管理者は，次長をも

つて充て，同規程第５条第１項の文書管理者は，地区書記長，主幹及び主任書記をもつて

充てる。 

３ 第１項の規定によりその例による場合の保存期間及び保存期間満了時の措置は，別表に

定めるところによるもののほか，鹿児島県公文書管理規程別表第３の例により定めるもの

とする。 

４ 第１項の規定によりその例による場合の鹿児島県公文書管理規程第28条第１項第１号

の記号は「鹿県選管」とする。 

第６章 告示の方法 

（告示の方法） 

第16条 委員会，委員長，委員会で選任する選挙長（県議会議員選挙における選挙長を除く。），

選挙分会長及び審査分会長の行う告示並びに委員会及び委員長の行う公示，公表は県公報

に登載してこれを行う。ただし，特に必要があるときは，県庁の掲示場に掲示してこれを

行うことができる。 

２ 県議会議員選挙における選挙長の行う告示は，その属する選挙長事務所の掲示場に掲示

してこれを行うものとする。 

第７章 公印 

第17条 委員会，委員長及び書記長の公印は，次に掲げるとおりとする。 

 

附 則 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

２ 鹿児島県選挙管理委員会規程（昭和23年鹿児島県選挙管理委員会規則第２号）及び奄美
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群島の区域において行われる選挙につき，鹿児島県選挙管理委員会規程の特例に関する規

則（昭和30年鹿児島県選挙管理委員会規則第３号）は，廃止する。 

附 則（昭和35年６月３日選挙管理委員会規則第１号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和39年８月24日選挙管理委員会規則第１号） 

この規則は，公布の日から施行し，昭和39年７月１日から適用する。 

附 則（昭和43年９月９日選挙管理委員会規則第３号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和44年９月17日選挙管理委員会規則第２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和46年２月24日選挙管理委員会規則第１号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（昭和48年６月19日選挙管理委員会規則第２号） 

この規則は，公布の日から施行し，昭和48年６月１日から適用する。 

附 則（昭和59年５月30日選挙管理委員会規則第３号） 

この規則は，公布の日から施行し，昭和59年５月１日から適用する。 

附 則（平成９年５月７日選挙管理委員会規則第２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日選挙管理委員会規則第７号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成14年４月23日選挙管理委員会規則第２号） 

この規則は，公布の日から施行し，平成14年４月１日から適用する。 

附 則（平成14年10月25日選挙管理委員会規則第５号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成18年３月31日選挙管理委員会規則第１号） 

この規則は，平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日選挙管理委員会規則第４号） 

この規則は，平成19年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年８月31日選挙管理委員会規則第５号） 

この規則は，公布の日から施行する。 
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別表（第15条関係） 

事項 

 

業務の区分 

 

当該業務に係る文

書の類型 

保存期間 

 

保存期間満了時

の措置 

選挙管理委員会に関する事項 

1 

 

 

 

選挙管理委員会 

 

 

 

委員会における審

議・決定 

審議・決定に関する

公文書 

30年 

 

 

 

移管 

 

 

 

委員・補充員の任

免 

任免に関する公文

書 

2 

 

 

 

 

栄典又は表彰に

関する事項 

 

 

 

栄典又は表彰の授

与又ははく奪の重

要な経緯 

 

 

栄典又は表彰の授

与又ははく奪のた

めの決裁文書及び

伝達の文書 

 

30年 

 

 

 

 

以下について移

管・栄典制度の創

設・改廃に関する

もの・選考又は決

定に関するもの 

3 

 

 

 

 

選挙管理委員会

連合会 

 

 

 

県選挙管理委員会

連合会の運営等に

関する事項 

県選挙管理委員会

連合会の運営等に

関する公文書 

3年 

 

 

 

 

廃棄 

 

 

 

 

研修会・連絡会議

等 

研修会・連絡会議等

に関する公文書 

選挙啓発に関する事項 

4 

 

 

 

 

 

明るい選挙推進

協議会 

 

 

 

 

委員の選考 

 

任免に関する公文

書及びその経緯 

30年 

 

廃棄 

 

 

 

 

 

諮問事項に関する

意見又は了解 

 

 

諮問に関する公文

書 

3年 

 

 

 

会議の開催，議事及

び結果に関する公

文書 

5 

 

 

 

 

 

 

選挙啓発 

 

 

 

 

 

 

表彰 

 

 

選挙啓発コンクー

ル作品表彰に関す

る公文書 

3年 

 

 

廃棄 

 

 

 

 

 

 

啓発事業 

 

啓発事業に関する

公文書 

5年 

 

 

 

研修会・連絡会議

等 

研修会・連絡会議等

に関する公文書 

6 

 

補助金等 

 

補助金等に関する

事項 

補助金等に関する

公文書 

5年 

 

廃棄 

 

選挙事務に関する事項 

7 

 

衆議院議員選挙

・国民審査 

管理執行 

 

選挙の管理執行に

関する公文書 

4年（総選挙

及び補欠選

廃棄 
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立候補届出 

 

立候補届出に関す

る公文書 

挙ともに過

去1回分まで

） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種届出 

 

各種届出に関する

公文書 

確認団体・推薦団

体 

確認団体・推薦団体

に関する公文書 

投開票速報 

 

投開票速報に関す

る公文書 

選挙会・選挙分会 選挙会・選挙分会に

関する公文書 

選挙結果報告 

 

選挙結果報告に関

する公文書 

各種打合会議・説

明会 

各種打合会議・説明

会に関する公文書 

実績報告 

 

実績報告に関する

公文書 

選挙公営 

 

選挙公営に関する

公文書 

選挙啓発 

 

選挙啓発に関する

公文書 

その他選挙事務に

関する事項 

その他選挙事務に

関する公文書 

選挙運動用収支報

告書 

選挙運動用収支報

告書に関する公文

書 

3年 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参議院議員選挙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理執行 

 

選挙の管理執行に

関する公文書 

6年（通常選

挙及び補欠

選挙ともに

過去1回分ま

で） 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立候補届出 

 

立候補届出に関す

る公文書 

各種届出 

 

各種届出に関する

公文書 

確認団体・推薦団

体 

確認団体・推薦団体

に関する公文書 

投開票速報 

 

投開票速報に関す

る公文書 

選挙会・選挙分会 選挙会・選挙分会に

関する公文書 

選挙結果報告 選挙結果報告に関
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 する公文書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種打合会議・説

明会 

各種打合会議・説明

会に関する公文書 

実績報告 

 

実績報告に関する

公文書 

選挙公営 

 

選挙公営に関する

公文書 

選挙啓発 

 

選挙啓発に関する

公文書 

その他選挙事務に

関する事項 

その他選挙事務に

関する公文書 

選挙運動用収支報

告書 

選挙運動用収支報

告書に関する公文

書 

3年 

 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事選挙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理執行 

 

選挙の管理執行に

関する公文書 

4年（過去1

回分まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立候補届出 

 

立候補届出に関す

る公文書 

各種届出 

 

各種届出に関する

公文書 

確認団体・推薦団

体 

確認団体・推薦団体

に関する公文書 

投開票速報 

 

投開票速報に関す

る公文書 

選挙会・選挙分会 選挙会・選挙分会に

関する公文書 

選挙結果報告 

 

選挙結果報告に関

する公文書 

各種打合会議・説

明会 

各種打合会議・説明

会に関する公文書 

実績報告 

 

実績報告に関する

公文書 

選挙公営 

 

選挙公営に関する

公文書 

選挙啓発 

 

選挙啓発に関する

公文書 

その他選挙事務に

関する事項 

その他選挙事務に

関する公文書 
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選挙運動用収支報

告書 

選挙運動用収支報

告書に関する公文

書 

3年 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県議会議員選挙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理執行 

 

選挙の管理執行に

関する公文書 

4年（過去1

回分まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立候補届出 

 

立候補届出に関す

る公文書 

各種届出 

 

各種届出に関する

公文書 

確認団体・推薦団

体 

確認団体・推薦団

体に関する公文書 

投開票速報 

 

投開票速報に関す

る公文書 

選挙会・選挙分会 選挙会・選挙分会

に関する公文書 

選挙結果報告 

 

選挙結果報告に関

する公文書 

各種打合会議・説

明会 

各種打合会議・説

明会に関する公文

書 

実績報告 

 

実績報告に関する

公文書 

選挙公営 

 

選挙公営に関する

公文書 

選挙啓発 

 

選挙啓発に関する

公文書 

その他選挙事務

に関する事項 

その他選挙事務に

関する公文書 

選挙運動用収支

報告書 

選挙運動用収支報

告書に関する公文

書 

3年 

 

11 

 

市町村選挙 

 

市町村の選挙 

 

市町村の選挙に関

する公文書 

4年 

 

廃棄 

 

12 

 

海区漁業調整委

員選挙 

海区漁業調整委

員選挙 

選挙全般に関する

公文書 

過去1回分ま

で 

廃棄 

 

13 

 

土地改良区総代

選挙 

土地改良区総代選

挙 

選挙全般に関する

公文書 

過去1回分ま

で 

廃棄 

 

14 選挙執行経費 選挙執行経費 市町村の投開票経 5年 廃棄 
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   費に関する公文書   

15 

 

 

 

在外選挙 

 

 

 

在外選挙人名簿 

 

在外選挙人名簿に

関する公文書 

30年 

 

廃棄 

 

在外選挙特別経費 

 

在外選挙特別経費

に関する公文書 

5年 

 

16 

 

選挙人名簿登録 

 

選挙人名簿登録 

 

選挙人名簿登録に

関する公文書 

30年 

 

廃棄 

 

17 

 

不在者投票 

 

不在者投票 

 

不在者投票に関す

る公文書 

30年 

 

廃棄 

 

選挙争訟に関する事項 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求に関す

る裁決(審議会等

における検討等

を含む。)及びそ

の経緯 

 

 

 

 

審査請求の提起 

 

審査請求の提起に

関する公文書 

裁決その他

の処分がさ

れる日に係

る特定日以

後10年 

 

 

 

 

移管 

 

 

 

 

 

 

 

 

要件審理 

 

要件審理に関する

公文書 

審理 

 

 

 

弁明に関する公文

書 

反論に関する公文

書 

証拠調べに関する

公文書 

裁決，取下げ 裁決に関する公文

書 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応訴及びその経

緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訴訟の提起 

 

訴訟の提起に関す

る公文書 

訴訟が終結

する日に係

る特定日以

後10年 

 

 

 

 

 

 

 

 

移管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応訴の方針等 

 

 

 

 

 

応訴の方針決定に

関する公文書 

代理人に関する公

文書 

指定代理人に関す

る公文書 

主張，立証 

 

訴訟における主張，

立証に関する書類 

判決 

 

判決・和解に関する

書類 

政治資金規正法・政党助成法に関する事項 

20 

 

 

政治団体の設立

届等 

政治団体の設立

等 

政治団体の設立等

に関する公文書 

30年 

 

廃棄 

 

 収支報告書 収支報告書 政治団体の収支報 公表した日
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 告書 以後3年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要旨の公表 

 

要旨の公表に関す

る公文書 

30年 

 

使途等報告書 

 

使途等報告書 

 

使途等報告書に関

する公文書 

6年 

 

開示請求 

 

 

開示請求 

 

 

収支報告書等の開

示請求に関する公

文書 

3年 

 

 

寄附金控除 

 

寄附金控除 

 

寄附金控除に関す

る公文書 

3年 

 

証票 

 

証票交付申請 

 

証票交付申請に関

する公文書 

4年 

 

21 

 

 

 

政党助成金 

 

 

 

使途等報告 

 

使途等報告に関す

る公文書 

6年 

 

 

 

廃棄 

 

 

 

事務委託費 

 

事務委託費に関す

る公文書 

研修会，連絡会議その他の会議に関する事項 

22 

 

 

研修会・連絡会議

等に関する事項 

研修会・連絡会議

等に関する事項 

開催に関する公文

書 

3年 

 

 

廃棄 

 

 開催結果に関する

公文書 

住民投票・直接請求に関する事項 

23 

 

住民投票 

 

住民投票に関す

る事項 

住民投票に関する

公文書 

10年 

 

移管 

 

24 

 

 

 

 

 

 

直接請求 

 

 

 

 

 

 

直接請求基準数

告示 

直接請求基準数告

示に関する公文書 

5年 

 

廃棄 

 

議会の解散，議員

・首長等の解職請

求 

議会の解散，議員・

首長等の解職請求

に関する公文書 

10年 

 

 

 

 

移管 

 

 

 

 

条例制定・改廃請

求 

条例制定・改廃請求

に関する公文書 

  (備考) この表に定めがないものについては，鹿児島県公文書管理規程（令和６年鹿児島

県訓令第×号）別表第３の例による。 
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